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抄　　録
　わが国の医療制度は「国民皆保険」を軸とする制度設計によって，国民の医療機関への容易なア
クセスを担保するとともに，支払い可能な額の窓口負担のみで高いレベルの医療を平等に受けるこ
とができる社会の構築に大きく貢献してきた．もって世界に冠たる平均寿命や健康状況が達成され
ているところである．しかしながら，近年急速に進む国民の高齢化と人口減少，そしてわが国の経
済成長の停滞等によって，この社会保障システムの維持に大きなストレスがかかり始めている状況
にある．また，他にも，医療提供体制の今後についてもいろいろと懸念が生じている．本稿ではわ
が国の医療制度を多面的に検証するとともに，この方針に則って遂行されている京都府の医療体制
の現状について簡潔に紹介する．加えて，可能な範囲ではあるが，地域医療における未来に向けて
の課題点を洗い出してゆく．この小文によって，地域医療の現場で課題解決に向けて日夜奮闘努力
されている多くの方々の共通理解・共通認識の醸成に資することができれば，と望むものである．

キーワード：医療制度，国民皆保険，京都府，地域医療，医療提供体制．

Abstract

　　 Japan’s healthcare system is designed on the basis of a universal health insurance system, which 
ensures that citizens have easy access to medical institutions.  At the same time, this system has 
created a society in which everyone can receive high-quality healthcare equally within their means, 
and has achieved world-class average life expectancy and health.  However, the rapid increase in the 
elderly population and population decline in Japan in recent years, as well as the stagnation of 
economic growth, are beginning to pose major challenges to the maintenance of this social security 
system.  Concerns have also been expressed about the future of the healthcare delivery system.  In 
this paper, the author examines the current state of Japan’s healthcare system from various angles, 
briefly introduces the current status of the healthcare system in Kyoto Prefecture, which is operated 
based on this social system, and extracts important issues for the future of regional healthcare.  The 
author hopes that this article will contribute to fostering a common understanding and shared 
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は　じ　め　に

　本稿では我が国の医療システムの概略と課題
を簡潔に記述するとともに京都府の現状につい
て行政の立場から簡潔に紹介する．もって「地
域医療の課題と未来」と題する本号の特集記事
を理解するうえでの基礎知識・背景認識を提供
することをその目的としたい．ただし紙幅に限
りあることから，いずれも網羅的・体系的なも
のではなく，いくつかのポイントに絞った記載
にとどまることになるが，この点についてはご
容赦いただきたい．
　なお，本稿内で記述されている考察は，あく
までも，一個人の「個人的な立場からの考え」
であり，京都府をはじめ著者の所属するいかな
る団体を代表するものではないことをあらかじ
め断っておく．また，提示する資料は原則とし
てすべてアクセス可能な公知のものを用いた．
また図表の引用も少ないが，煩雑さを避けず，
できる限り出典を記載するので，気になるもの
あればぜひ原典に当たってご自身でご確認いた
だきたい．

わが国の医療の基本的な仕組みを
再確認する

1．制度設計上の理念と国民皆保険制度
　我が国では，憲法 25条に謳われるように 1），
すべての国民に「健康で文化的な最低限度の生
活を営む権利」を享受できるよう保健医療福祉
のインフラを整えてきた．医療に関していえば
「診療報酬制度」によって各々の医療処置に対
する全国一律の医療費を国が設定し 2），くわえ
て国民それぞれが手の届く支出で医療を受けら
れることを目的として 1961年に「国民皆保険
制度」を整備した．また，個々の収入の手に余
る額の医療費御支出については「高額医療費制
度」または「生活保護制度」のいずれかでカバー

する，というのが本邦の医療システムの基本的
な建付けとなっている．そして，2008年からは，
医療負担の一層の均霑化を目標として，75歳
以上の高齢者については「後期高齢者医療制
度」に振り分けることとした 3）4）．ちなみに日
本医師会によると，虫垂炎などいくつかの代表
的疾患の医療費についてのみの記載ではあるも
のの，我が国の公定の医療費は国際的に見てひ
じょうに安価に設定してあるものと分析されて
いる 5）．
　この制度は，医療へのアクセスが公平でス
ムーズな国を作り上げるうえで非常に有効で
あった．結果的に，世界最高レベルの平均寿命
と保健医療水準をうちたてるところとなり，こ
うした医療政策の国際的にも抜きんでたアウト
カムは国民の誇りとなっているところであ
る6）7）．しかしながら，現行システムは，人口
構成に若者が多く，また経済が右肩上がりで成
長する安定な財政状況の時代にうまく機能する
よう整備された社会保障システムであった．昨
今のように，急速に進む老齢化・人口減少に陥っ
ている現在の我が国にあっては，より高額の医
療費を要する高年齢の被保険者層を，より少な
い数の若年の保険加入者が支える状況となって
しまうことから，経済的な負荷が大きくなって
きているところである 8）．
　2．国際比較の視点から検証する我が国の医

療システム
 1）医療費と医療システム
　ある国の医療システムを客観視する方法の一
つは，国際間の比較を行うことであろう．1980
年代から OECD（Organization for Economic 
Co-operation and Development：経済協力開発
機構）諸国のデータが出揃うようになり，医療
状況についても比較的信頼性のある国際間比較
を行うことができるようになってきた 9）．最新
のデータは 2025年のものであり（OECD Health 
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Statistics  2025），WEB 上で OECD  Data 
Explorerと呼ぶ分析ツールを用いて自由に解
析することができるようになっている 9）．本邦
では厚生労働省資料 10）と日本医師会日医総研
ワーキングペーパー 11）の両者が独立して 2021年
時点のデータ（OECD Health Statistics 2021）
に基づく本邦の医療システムの論評を別個に公
表している．4年後の OECD Health Statistics 
2025時点でも 9），筆者が解析するかぎり（下記），
わが国の立ち位置はほぼ同様の状況であり，以
下にそのデータに基づいて簡潔に紹介する．
　まず医療費であるが，我が国の医療費総額は
令和 3年ベースで約 45兆円であり 12），国家予
算約 113兆円 13）（国民衛生の動向 2024-2025, 15
頁）の約 40％に相当する額となっている．そ
して 2024 年の日本国民 1人当たりの保健医療支
出は 4,691ドル（米ドル換算）であり，OECD
加盟 38か国中 19位と中位である（図 1）9）．ま
た，総額では GDPの約 11％を占めることにな

り，こちらもOECD諸国の中で 12位（図 2）9）

と中位に相当し，これらはそれぞれの国家がど
の時期に新型コロナ感染症の蔓延が生じたかに
よって幾分の上下があるものの，先行研究時の
結果と大きく変わるものではなかった 14）15）．
　一方この医療支出の財源の内訳では約 11.6％
が患者負担分となっており 16），他方，公費と保
険料の和が 87.8％を占め，大半が公的な資金
からの支出となっている．この公費支出割合は
OECD諸国内でも，ノルウェイなど北欧諸国
と並んで最も高いグループに入ることとな
り 9）17），これが課題とされている．また，全国
健康保険協会（協会けんぽ［旧 政府管掌保険
組合］）や健康保険組合連合会（けんぽれん）
や共済組合などの被用者保険の加入者を例にと
ると，保険料の半額は雇用主が支払うことにな
るが，残額は一般に本人給与から天引きの形で
徴収する 18）ことになっている．一方，「国民健
康保険」の場合は保険料の全額を本人が負担す

図 1　OECD Health Statistics 2025 9）にもとづく 2024年の医療費支出の国際間比較 
　　　日本は一人当たり 4779.6米ドルの支出であり，OECD 38か国の中では 19位と中位に当たる

額である．（OECD Data Explorer9）を利用して筆者が作成．国名は筆者が邦訳の上加筆した．）
オンライン版はカラー掲載
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る 18）．また，2003年から医療費の窓口負担割
合が 1割から 3割に引き上げられた 8）．
 2）医師数と医師養成数
　次に，医師数に目を転じると，実は，我が国
は国民 10万人対では医師数と医師養成数の両
者とも OECD諸国間では最も少ない水準にあ
る（図 3, 4）9）19）20）．以前は「医師数が多くなる
と医療費総額の高騰がもたらされる」という意
見を発出する有識者も居たと聞くが（文献 21, 
p47最下段記述）21），少なくともこの国際比較
の観点からは，我が国の医師数や医師養成数は
現状で少ない状況にあり，むしろ，この比較的
少ない医師数で多くの患者や高度医療を担って
いる現状が浮き彫りにされたものと考える．
　それでもなお，わが国の医師数は，少なくと
も最近 10年間に限ると，毎年約 4000名ずつ
実質増加している 22）．この表 22）によると，筆
者が医師になった年（1982年），医師の総数は

167 952名であり，人口 10万当たりでは 141.5
名であった．翻って，2024年 4月現在医師数
は 343 275名と総数で 2倍以上に増え，人口
10万人当たりでも 274.7名に増加している．
にもかかわらず「医師不足」が叫ばれる昨今で
ある 23）．前段に記述した「医師の絶対数が実は
我が国ではそもそも少ないのではないか」とい
う議論を仮に棚上げしたとしても，医師の「地
域偏在」と「標榜科偏在」の問題が大きくクロー
ズアップされているところである 23-25）．筆者の
研修医時代，大学の「医局」が若手医師の人事
派遣機能を発揮して，過疎地などの いわゆる
「医療の谷間」を埋める機能を発揮していた．
しかし 2004年の「臨床初期研修必修化」の導
入以降，大学医局は力を失って，関係病院への
医師配置は，それまでの医局指示による派遣で
はなく，希望者の手挙げを待つかたちとなった
ことが，「医療の谷間」が再度増加してきた大

図 2　2024年における GDPに占める年間医療費支出割合の国際間比較（OECD Health Statistics 
2025 9）を利用して筆者が作成．国名は筆者が邦訳の上加筆した．）

　　　ハイライトしたカラムで示される日本は，10.6％を占める支出であり，OECD 38か国の中
では 12位となる．

オンライン版はカラー掲載
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図 3　2022 年データに基づく 1000 人当たりの医師数（OECD Health Statistics 2025 9） を利用
して筆者が作成．国名は筆者が邦訳の上加筆した．）

　　　ハイライトしたカラムで示される日本は，2.65 人であり， OECD 諸国の中では最少レ
ベルにある．

図 4　2022 年データに基づく住民 10000 人当たりの医師養成数（医学部卒業生）（OECD Health 
Statistics 2025 9） を 利用して筆者が作成．国名は筆者が邦訳の上加筆した．）

　　　ハイライトしたカラムで示される日本は，OECD 諸国の中では最少レベルにある
オンライン版はカラー掲載

オンライン版はカラー掲載
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きな原因のひとつとされている 23）24）．現在，国・
地方あわせてこの 2つの偏在に対処すべく努力
されているところである 23-25）．本件に関しては，
最近になって，国側に「大学の医師派遣機能」
を再評価する動きも出ている 25-27）．ただし大学
が医師派遣機能を再度発揮するためには，以前
のように多くの若手医師が大学に所属する必要
があり，それを今後どのように担保するかとい
う課題が残されている．
 3）日本は病床と病院が多い国
　他方，多方面から問題視されているのは「病
床数過剰」と「病院数過剰」である．OECD
データを用いて国際間比較すると，この両項目
ともに日本はとびぬけて多いことがわかる（図
5, 6）9）27）28）．気にしておかねばならないのは，
日医総研のワーキングペーパーにおいて，この
統計で病床の数え方に国ごとの違いがある可能
性が指摘されていることである 29）．たとえば日
本の病床数は精神科のベッドを含めているのに

対し，他の国々ではそれを含めていないのでは，
という疑義である．確かにこうした統計の取り
方については再確認すべき余地があるように見
える．
　ここで一つだけ海外における入院加療状況に
ついての個人的な経験を記載したい．筆者は
1990年代に米国のセント・ジュード小児疾患
研究所病院で勤務した経歴があるが（著者略歴
参照），赴任初日に最も驚いたのは，世界に冠
たる小児研究病院であるにもかかわらず，ベッ
ド数が「27床（当時）」とたいへんに少数だっ
たことであった．当時，最初は，長旅の疲れで
英語が聞き取りできなかったのかとわが耳を
疑ったくらいである．その後，年間予算が約
19億米ドル（FY2024）30）という巨大研究病院
へと成長した現在でも，この病院のベッド数は
77床と未だ極めて少数である 31）．じつは，ベッ
ド数は少ないが，じっさいは多くの患者が近隣
の民間宿泊施設やマクドナルドハウスなどに宿

図 5　2022 年データに基づく人口 1000 当たりの総病床数（OECD Health Statistics 2025 9）を利
用して筆者が作成．国名は筆者が邦訳の上加筆した．）

　　　ハイライトしたカラムで示される日本は 12.59 であり， OECD 諸国の中では韓国と並ん
で最多レベルにある

オンライン版はカラー掲載
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泊して，「外来扱いで」治療を行っており31），そ
してそれがその病院の方針なのだ31），という種明
かしを知るまでは，ずいぶん驚いたものである．
たしかに，国際比較の際には，こうした国や施
設ごとの入院治療に係る事情・考え方の違いや
国民性・社会性などに留意して慎重に解釈を行
うことが求められる場合があるものと思われる．
 4）小括：我が国の医療
　以上のように，国際間比較のデータから判断
する限り，我が国は比較的少数の医師を養成し
ている国であり，比較的少数の医師が効率よく
（あるいは長時間勤務することで）高度な医療
を担当して，OECD諸国において平均的な額
の医療費の範囲で医療が行われているものの，
医療費に占める公的資金・保険料の割合が多い
こと，病床数が多いこと，そして医療機関数の
多いことを特徴としている，という姿が見えて
くる．ここで人口の高齢化がわが国の誇る「国
民皆保険」診療を経済的に追い込みはじめてい
ることが伺われる．じっさい厚生労働省は，病
床数と病院数の「多さ」を課題ととらえ，2015
年に策定され 2025年を目途とした「地域医療

構想」によって，病床の機能分化・連携を推し
進めた 32）．結果的に，2015年から 2023 年にか
けて，わが国は 125.1万床から 119.2万床へと
病床数を減じ，2025年の必要病床数とされて
いた 119.1万床と同程度の水準へと病床数の削
減を達成したところである 32）．京都府の病床数
についてもホームページで公表している 33）．

京都府の医療の現状と課題

　1．京都府の地政学
　京都府は 26の自治体（市町村）によって構
成され 34），約 4600 km2の面積を占める．北西
端や半島部に位置する久美浜町や伊根町から南
東端の南山城村までの距離は 150 km近くにな
る「細長い」地形であり，場所を選ぶものの，
この距離は東京・新潟間に匹敵する．また本府
は山間地区が多いため可住地面積は比較的小さ
く，くわえて，道路や鉄道の整備のために多く
のトンネルを掘る必要があったことなど，アク
セスの改善のために多大な努力を必要として来
たことをその特徴の一つとしている 35）．現在も
なお高速道のミッシングリンクを埋める努力や

図 6　2022 年データに基づく住民 1000000 人あたりの病院総数（ OECD Health Statistics 
2025 9） を利用して筆者が作成．国名は筆者が邦訳の上加筆した．）

　　　ハイライトしたカラムで示される日本は，65.28 であり， OECD 諸国の中ではコロン
ビア，韓国に次いで多い

オンライン版はカラー掲載
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鉄道網の電化・複線化・高速化の余地が残され
ている 36）．人口は 274万人（2020年時点）で
あり，我が国全体の約 50分の 1の規模となっ
ている．そのうち半数を超える人口が京都市域
に集中しているという強い一極集中の傾向が見
られる．また丹後地域のように 2040年人口が
2015人口よりも 30％以上減少し，かつ 75歳
人口が 30％を超えることが予想される老齢化・
人口減少速度の速い地域を抱えている（表
1）36）．言うなれば，京都府は「人口がおおよそ
日本の約 50分の 1」であり「細長く山間部に
富んだ，交通にストレスの多い土地柄」であり
「人口の強い一極集中が見られ」ながらも「北

部など老齢化・人口減少の著しい地域が存在す
る」といった，いわば，「ミニ・ニッポン」に
なぞらえてもおかしくない地域性となってい
る．
　健康・医療の指標に目を転ずると，平均寿命
（2020年）は男性 82.24歳（全国 4位），女性
は 88.25歳（全国 3位）とそれぞれ上位になっ
ている37）．一方健康寿命（2022年）は男性 72.14
歳（全国 33位），女性は 75.78歳（全国 17位）
と国の中位に位置している 38）．また，京都府の
合計特殊出生率は最新 2024年（令和 6年）の
もので 1.05となっており，これは前年（2023年）
の 1.11から 0.06ポイントの低下となっている．

表 1　 京都府全体（A）と地域別（B）の人口増減予想と高齢化の状況 36）

オンライン版はカラー掲載
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全国平均は 1.15であり，都道府県別では 43位
と低い位置である．こうした低い出生率の持続
を反映して，それまで増加傾向にあった府人口
は 2005年をピークに減少に転じており，今後
もこの傾向が続くものと予測されている 37）．こ
のような地域性に対応した医療提供体制を整え
ることが課されている状況にある．
 2．京都府の医療提供体制
　京都府では府全域を三次医療圏とし，北から
丹後，中丹，南丹，京都・乙訓，山城北，そし
て山城南の 6つの二次医療圏を設定し 39），それ
ぞれの二次医療圏内で一般の入院に係る医療を
提供することができるように所管している（図
7）．京都府の診療所の総数は 2449（2020年）
であり病院数は 163（2020年；なお 2025年時
点では 160に減）である．また，病床数は
25,934 40）となっており，前述のとおり「地域
医療構想」の取り組みに沿ったかたちの，ほぼ
基準病床数と同様 37）の水準となっている．
　3．医師の配置・養成について
　厚生労働省の「医師・歯科医師・薬剤師統計
（いわゆる三師統計）」によると 2020年末時点
で京都府は，人口 10万人当たりの医師数で全
国で 2番目に多い都道府県となるが（医師数
332.6 人［全国 256.6 人］，対 2016年比 105.6％
［全国 106.9％］，なお 2022年時点では 3番目［参
考文献 41の図 5，p14］41）となった），二次医
療圏で見ると京都・乙訓医療圏のみが全国平均

を大きく上回る一方，それ以外の 5つの医療圏
は全国平均以下となっており，府内での強い地
域偏在がみられる 39）．とくに丹後，南丹，そし
て山城南の 3つの二次医療圏はいずれも全国
335区域（総数）の第 7次医療計画での二次医
療圏の中で下位 3分の 1に入る，いわゆる「医
師少数地域」に該当する（表 2）．それ以外に
も医師少数スポットが多数存在する（後述）．
京都府ではこうした地域での医師確保に課題を
抱えている実情がある．
　2019年に発表された厚生労働省の医師偏在
指標は性年齢階級別人口や受療率を用いて地域
の標準化受療率比を算出し，これに地域人口を
乗じた数字で標準化医師数を除して求めるもの
とされている 42）．この数字を参考とすることに
よってわが国の医師養成や医師配置の方向性が
定められることになっている．しかしながらこ
の指標は地形や交通の困難さなどの地理的係数
は全く考慮されていないため，京都府のような
150 kmに及ぶ，細長く，海岸もあってかつ山
間地やへき地の多い府県にはうまく適用できな
いのではないかと考えられる．そのため京都府
では京都府立医科大学生命基礎数理学の吉井健
悟教授の協力を得て地域性を考慮した独自要素
を加味する「京都式医師偏在指標」を算定
し 37），これを適用することによって府内の医師
配置を行うこととしている 37）．
   京都・乙訓地域に医師が多数存在する理由と

図 7　 A. 京都の二次医療圏の地理的関係，B. 面積と人口 37）

オンライン版はカラー掲載
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しては，京都府では 1872年に京都府医学校（京
都府立医科大学［1921大学昇格］の前身）が
開校し 43），次いで 1879年に京都帝国大学医学
部ができて 44），この 2校がその後間絶え間なく
医師を輩出し続けて，我が国の医療を守ってき
たことに遠因がある．1973年に立案された「一
県一医大構想」が 1981年に一応の完遂を見
る 45）までは医師不足県や地域への医師派遣に
大きく貢献し，それ以降も，指導医を派遣し，
技量維持のための人事交流の中心地となるな
ど，この 2大学は現在の医療技量の維持・推進
のうえで大きく貢献している状況にある．また，
京都府には研究医や医学科大学院学生が集まっ
ていることも，見かけ上の医師数が多い（臨床
にそれほど携わっていない医師の多い）地域と
される原因となっている．実際，京都府内の医
師数は 2022年時点で 8520人であり，その
10％を超える813人が大学院生である 37）．また，
わが国全体の医学部大学院生総数 6912人の
11.8％を府内院生が占めている 37）．このように
臨床を担当する医師数に焦点を当てる場合に，
京都府の医師数は過剰に算定される恐れがあ
る37）ものと思われる．
　他方，府中北部を中心として医師確保困難地
域が多数存在する要因もいくつか考察すること
ができる：たとえば，北部では降雪量など生活
環境が南部とかなり異なることから市内部から
転居を躊躇する医師が多い．遠方で交通アクセ
スも良くないため京都市内から夜勤や当直など

の医療支援に出向くことが容易ではない．さら
に若い医師が重要視する自身の医師としての
キャリアアップや子女の教育などの環境が，中
北部では満足できない，といったことなどが挙
がると思われる．
　こうした状況に対し，京都府の多くの市町村
が地域の魅力をアップさせ，また地域の産業を
振興させており，また地域の病院も魅力的なプ
ログラムや実力のある指導医をそろえるといっ
た形で努力しており，若い医師を集める努力を
されているところである．京都府では応援とし
て，こうした医師少数地区，また，医師配置困
難地域への医師配置を促進するさまざま仕組み
を立ち上げている 39）．
　もっとも重要な取り組みの一つは京都府立医
科大学と協働して設置している地域枠医師の養
成と自治医科大学医師の育成である．また，各
種の地域医療確保奨学金，北部勤務医師への大
学院授業料等助成制度，そして地域医療確保研
修・研究支援事業などを医師確保事業として予
算措置を行って展開している 39）．さらに，北部
勤務の義務年限のある医師のモチベーションを
高め，キャリアを助ける目的で，キャリア形成
プログラムを 2023年に策定し 46），くわえて北
部キャンパス地域医学コース（博士課程）を京
都府立医科大学と協同で 2024年に設置するな
ど 47），義務年限内での専門医や博士（医学）の
獲得を支援する仕組みを整えた．実際，京都府
の地域枠医師は，初期研修や専門研修の期間を
除いて，医師少数地域や医師少数スポットの病
院で勤務している（参考資料 21, pp13-14）21）．
こうした新事業を通じて，京都府北部地域勤務
の若い医師たちの育成や支援を行っている．
　前述のように京都府は人口当たりの医師数が
多い「医師多数県」とみなされていることから，
厚労省の医師偏在対策では医師の配置を制限す
る地域とされている．医学部入学者定員数，研
修医数，そして専門研修プログラム数（いわゆ
るシーリング）の調整などである 24）．臨時枠入
学生の削減については，京都府立医科大学と話
し合いの上，国の方針にしたがって，昨年（2024
年）と本年（2025年），1名ずつ順次減員した

表 2　京都府の各二次医療圏における国の医師偏在
指標 37）
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ところである．しかしながら，京都府は前述の
ように 6つの医療圏の 3つ，面積で 48％に及ぶ
医師少数地域を抱え，南北に長く山も多く医師
の派遣に困難を抱えるところである．また，大
学院生や研究医が多いため実際に臨床に携わる
医師の数が過剰に見積もられてしまう懸念のあ
る 37）ところである．上述のように医師配置上の
絶え間ない努力を続けているところではあるが，
こうした京都府ならではの事情・状況をできるだ
けご理解いただいて医師配置政策を行っていただ
けるよう，厚生労働省や関係団体の方へ説明と働
きかけを続けてゆく必要あるものと考えている．
　4．京都府の保健医療計画
　医療法に基づく「医療提供体制の確保に関す
る基本方針」48）に沿って，各都道府県は 5疾病
6事業（医療法に基づいて都道府県が取り組む
べき 5つの疾病［がん，脳卒中，心筋梗塞等の
心血管疾患，糖尿病，精神疾患］の対策と 6つ
の事業［救急医療，災害医療，へき地医療，周
産期医療，小児救急医療，そして新興感染症］
を指す言葉）について医療計画を策定し，3年
ごとに評価を行って見直し，そして 6年ごとに
改訂してゆくこととなっている．京都府では
2024年 3月に 6年計画を更新・策定し，公表
した 37）．それ以外にも，肝炎対策やリハビリテー
ション支援など府独自の計画もこの計画の中に
織り込んでいる 37）．また，この医療計画とは別
個に，京都府新型インフルエンザ等対策行動計
画を 2025年 3月に策定し公表した 49）．加えて，
現在，小児の神経発達症の診療ニーズが増加し
ていることへの対応策として「京都府子どもの
心の診療ネットワーク事業」を立ち上げて予算
措置を行い，実働を開始したところである．
　以下にこの 6事業のなかから，しばしば問い
合わせを受ける，救急医療，災害医療，へき地
医療，周産期医療，そして小児救急医療につい
て概要を「計画」37）に沿って記述する．そのほ
かの疾病対策や事業の詳細については「京都府
保健医療計画」37）を参照していただきたい．
 1）救急医療
　京都府では階層性をもって連携する医療機関
群によって，救急医療に対処する体制を組んで

いる．すなわち，休日夜間における比較的軽症
な急病患者の医療を確保するための初期救急医
療体制（在宅当番医制，休日夜間急患センター）
と休日夜間における入院治療等を必要とする救
急患者の医療を確保するための二次救急医療体
制（病院群輪番制）をまず整備した 37）．そのう
えで，心筋梗塞，脳卒中，頭部損傷，そして多
発外傷などの重篤救急患者の医療を 24時間体
制で担当する三次救急医療として 6か所の救命
救急センター（京都第一赤十字病院，国立病院
機構京都医療センター，洛和会音羽病院，市立
福知山市民病院，京都府立医科大学附属病院，
そして京都大学医学部附属病院）を指定してい
る（図 8）．このうち両大学附属病院について
は 2024年 4月 1日に指定したところである．
この連携体制の中で，府中北部地域では，市立
福知山市民病院が中核受入医療機関としての役
割を担う形である．そのうえで，通常の救命救
急センターでは対応困難な外傷や疾患（広範囲
熱傷，指肢切断，および急性中毒等の特殊疾病）
等の診療を担うことのできる高度救命救急セン
ターとして 2024年 4月に新たに 2箇所（京都
第二赤十字病院と宇治徳洲会病院）指定した．
　この体制となる直前の令和 3年度の記録によ
ると，府内 97（2021年度）の救急告示病院の
連携によって，その年，124174件（2021年度）
の救急搬入を受け入れている 37）．新体制となっ
た 2024年度の救命救急医療対応連携でどのよ
うな状況となったのか，またその持続性はどう
か，情報収集と解析の待たれるところである．
 2）災害医療
　京都府では，災害発生時に 24 時間緊急対応
し，被災地内の傷病者等の受入れ及び搬出を行
うことが可能な体制を確立させるため，京都第
一赤十字病院を基幹災害拠点病院として指定
し，併せて 12カ所の地域災害拠点病院と連携
する形の体制を敷き，府内の 6つの二次医療圏
全てに拠点を置くようデザインしている（図
9）37）．また，京都府はこれら病院を含む 14医
療機関と連動し，56のDMAT（災害派遣医療
チーム）災害派遣医療チームと 323 名の
DMAT 隊員（2023年時点）を育成・組織して
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いる 37）．実際，2024年 1月の令和 6年能登半
島地震の際には，ロジスティクス隊員を含め延
べ 939名が現地派遣され 50），被災者医療活動
を支援した．また 2013年度から ｢京都府災害
拠点病院等連絡協議会｣ を開催し，関係機関の
連携体制を強化するとともに，DMAT研修及
び訓練を実施している 37）．たまたまであるが本
年度（2025年度）は京都府が令和 7年度
DMAT近畿ブロック訓練を担当することに
なっており 51），開催に向けて鋭意準備中である．
 3）へき地医療
　医療機関開設地に制限を設けていないわが国
では，一般的に，人口集積地や交通至便地に民
間医療機関の開設が集まる傾向がある．した

がって医療機関が過疎になる地域，医療の谷間，
が，どうしても出てくることになる．こうした
場所には公的医療機関を配置して対応するのが
医療行政の常であり，京都府でもそのような対
応が行われてきた経緯がある．
　京都府内には無医地区が 6市町村 10地区に
及んでいる（2022年調査時点）37）．また，6つ
の二次医療圏のうち 3医療圏（丹後，南丹，そ
して山城南）が医師少数地域となっている 37）．
図 10に京都府のへき地医療がどのような連携
システムの上に成り立っているか示す．ここで
は府内で一か所，京都府立医科大学附属北部医
療センター（旧 京都府立与謝の海病院）に中
核的な役割を担う「へき地医療支援機構」を設

図 8　京都府三次救急体制（2024 年 4 月 1 日時点．京都府保健医療計
画 37）および京都府医療課まとめ）

オンライン版はカラー掲載
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置し，10カ所の「へき地医療拠点病院」と市
町村が設置する府内 17カ所の「へき地診療所」
（図 10）との連携を通じて対応している 37）．
　ここでの最大の課題は医療人材の確保であ
る．とりわけ医師の確保は毎年頭を悩ます課題
である．先述したように自治医大卒医師や地域
枠卒医師，そして地域医療確保奨学生医師を配
置することと，こうした医師たちのキャリア（専
門医取得・学位取得）を支援する仕組みを新設
して対応を図っているところである 37）．もちろ
んこれだけではなく，京都府では以前から，大
学病院からの医師派遣や，多くの一般の医師の
方々の協力をいただいて地域医療を守ることが
できているところであり，たいへん感謝してい
るところである．今後も，医師確保の自助努力
を最大限に行うとともに，十分な量の若手医師

養成への協力を各所へ訴え続ける必要があるも
のと考えている．
 4）周産期医療
　周産期医療についても府内に階層性を持った
医療機関連携を築くことで対応を行っている．
京都府では 1997年に，この年改築した京都第
一赤十字病院を母子医療センターと指定し，同
時に周産期情報ネットワークのコーディネー
ター機能を担っていただくことでハイリスク分
娩や周産期救急に対応するシステムを立ち上げ
た．この時は府内の南北 2カ所にサブセンター
（舞鶴医療センターと京都府立医科大学附属病
院）を置き，さらにいくつかの中核病院とネッ
トワークを築くかたちで対応を開始した 52）．現
在も京都第一赤十字病院が中核となってコー
ディネーター機能も担っているところである

図 9　 京都府災害医療体制（ 2023年 4月 1 日時点）37）

図9 京都府災害医療体制（ 2023年4月1日時点）37）
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が，くわえて京都大学医学部附属病院（2019年）
と京都府立医科大学附属病院（2021年）をあ
わせて 3病院を総合周産期母子医療センターに
指定し，その他に 17病院を地域周産期母子医
療センターとして指定している 36）38）．この階層
性を持った連携を京都第一赤十字病院がコー
ディネートするかたち（図 11）で府内の分娩（た
とえば 15068件 53）［2023年実績］）の安全・安
心をカバーしている．
　ただし，出生率の低下を反映して分娩数は年
ごとに減少傾向を示している．京都府でもこれ
に呼応して，実際に，分娩取り扱いから撤退す
る医療機関が散見される 54）．国は，出産に係る

費用高騰が出生率低下の一因であるものとみな
し，出産費用の保険収載を検討しているという
ニュースが伝わっている 55）．一方で，正常分娩
が保健診療の枠組み内になると，多くの産科医
療機関でサービスや医療安全等にかける費用を
削らなくてはならなくなることが懸念され，産
科医療機関の減少や「産科」を選択する若手医
師の減少などを助長して，かえって妊婦にとっ
て不利益をもたらすのではないか，という意見
もあり 56），京都府でも今後の成り行きが懸念さ
れるところである．
 5）小児救急医療
　本府では地域の中核病院と診療所とが連携し

図 10　京都府のへき地医療体制（ 2024 年 4 月 1 日時点．京都府保健医療計
画 37）および京都府医療課まとめ）
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て役割分担を行い，平日夜間・休日の小児救急
体制を確保している（図 12）．ところによって
は二次医療圏を越えた体制確保も行っている．
また，府内全域を対象として，小児救急電話相
談（＃8000番）事業を実施している 37）．なお
各二次医療圏での対応システムは図 12の通り，
輪番制を立ち上げるなどして体制を整えてい
る．
 5．「地域医療構想」と「新たな地域医療構想」
　現行の「地域医療構想」は，2015年に立ち
上がったものであり，ここでは 2025年に見込
まれる医療需要を踏まえた病床の必要数を検討
し，そのうえでその必要量に寄せる方向で，病

床の機能分化・連携を推進させる取組であっ
た 57）．実際，多くの二次医療圏や都道府県では
病床数の削減の方向ですすめられた経緯があ
り，京都府も例外ではなかった．この取組の目
標年に至った本年，厚生労働省は次の期間の取
組として，2040年頃の状況を視野に入れ，医
療・介護の複合ニーズを抱える 85歳以上人口
の増大や現役世代の減少に伴う医療需要の変化
に対応できるよう，病院のみならず，かかりつ
け医機能や在宅医療，医療・介護連携等を含め
て，中長期的課題を整理して検討を行うかたち
の「新たな地域医療構想」を推進することを打
ち出した 58）．2025年度内にガイドラインが発

図 11 　京都府における周産期医療体制（ 2023 年 4 月 1 日時点）37）

オンライン版はカラー掲載
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出されることが予告されており，本府でもこれ
に沿って取組を進めることになる．
 6．高齢化・人口減少による医療ニーズへの影
　響
　わが国は，昨今，深刻な出生率の低下と人口
減少，さらに高齢化の波が進んでいるところで
ある．こうした老齢化・人口減少が医療状況に
どのような影響を与えるかについては各レベル
で分析と対策が検討されているところであり，
厚労省は我が国全体の医療ニーズの今後の見通
しについて資料を提示している（第 9回医師養
成過程を通じた医師の偏在対策等に関する検討

会　資料 1 59））．その記載によると（p23），外
来患者数については全国的に「既に減少局面に
ある医療圏が多い」と結論している．また，「全
国での外来患者数は 2025年にピークを迎える
ことが見込まれ」，「65歳以上が占める割合は
継続的に上昇し，2050年には約 6割となるこ
とが見込まれる」と記載がある．また，この資
料の模式図から京都府に関連する予測を読み取
ると，丹後，中丹，そして南丹の各医療圏は
2020年よりも前の段階で外来患者数のピーク
を過ぎており，すでに減少の一途をたどってい
る．京都・乙訓と山城北は 2025年に最大とな

図 12 　京都府の小児救急医療体制（2023 年 4 月 1 日時点）37）

オンライン版はカラー掲載
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りその後減少する．ただし，山城南二次医療圏
については外来患者数が最大となるのは 2040
年以降まで持ち越される，という予測がなされ
ている 59）．
　同様に同資料の p22には入院患者数の予測
が図示されている 59）が，それによれば入院患
者数は，「全体としては増加傾向にある」との
ことで当座は「全国での入院患者数は 2040年
にピークを迎えることが見込まれる」そして
「65歳以上が占める割合は継続的に上昇し，

2050年には約 8割となることが見込まれる」
とのことである．これらは我が国全体的に高齢
化が進み，あと 10年間くらいは 85歳以上人
口の増加に伴ってある程度入院医療ニーズが出
てくるものの，その後の人口の減少に伴ってそ
のニーズが縮小してくるとの予測である．
　京都府に注目すると，丹後二次医療圏は
2020年以前に入院需要はピークを越しており，
既に減少のフェーズに入っている．一方，中丹，
南丹，京都・乙訓，そして山城北のそれぞれの
二次医療圏では，多くの国内の他の二次医療圏
での予測と同様に，今後しばらくは入院医療
ニーズが増加するものの，2035年をピークに
そのニーズは減少に転ずる，となっている 59）．
ただし，山城南二次医療圏のみ入院医療のニー
ズは 2040年以降に持ち越されることが予測さ
れている．
　地政学の章で記述したように，丹後二次医療
圏では人口減少と高齢化の進行速度が速く 36），
上記の厚労省分析はこの人口減少の速さを反映
したものと思われる．京都府でも独自にデータ
解析を進めているところである．他方，山城南
二次医療圏は人口減少の速度がもっとも遅い地
域であり 36），少なくともこの地域に関しては，
当面医療ニーズに一定の「伸び」が期待できる
ものと思われる．
 7．各二次医療圏の課題とその対策
　前段で見てきたように，今後は高齢化と人口
減少時代にどのような医療提供体制を整えてゆ
くのかが問われている．もちろんこうした影響
や課題はただ人口比のみで理解できるものでは
なく，各地域には地理的背景や歴史的経緯にと

もなった各地域独自の課題や問題点がある．当
然，京都府の 6つの二次医療圏もそれぞれ固有
の事情や課題に満ちている．こうした背景のと
おり，府内各二次医療圏について，それぞれの
圏域における事情を丁寧に拾い上げつつ，対応
してゆくことが必要になる．京都府では「あた
らしい地域医療計画」を策定してゆくうえで，
各二次医療圏・各府保健所管内に「地域保健医
療協議会・地域医療構想調整会議」を立ち上
げ 60），現場の声や状況と折り合いをつけながら
今後の医療をどのように支えてゆくか，問題点
を洗い出し，新たな構想策定を進めているとこ
ろである．特に，厚労省分析によって今後医療
ニーズの減少が進行するとされた丹後地域につ
いては地域医療構想のモデル推進地域に指定
し 61），「丹後地域医療構想調整会議」を立ち上
げて 62），今後の医療提供体制の在り方について
の検討を行っている．また，舞鶴市においては
公的病院の今後の病院間の連携方針について
「舞鶴市医療機能最適化検討会議」が組織され
て精力的に意見交換されているところであ
る 63）．本稿では紙幅の制限もあり，またその多
くが現在進行中のものであることから，ここで
の記述は避け，別の機会を待ちたい．なお，こ
うした課題や協議進行状況などの一部はそれぞ
れの医療圏での会議体などで公表されているの
で 60-63）ぜひその報告を参照していただきたい．

ま　　と　　め

　わが国の医療制度は「国民皆保険」「医療機
関へのフリーアクセス」そして「窓口負担のみ
で必要な医療を平等に受けることができる」と
いう意味で 64），大変すばらしいものであり，国
民に対し高いレベルの医療と安心を，この半世
紀の間，提供し続けてきた．しかしながら，国
民の高齢化・人口減少や経済状況の停滞によっ
て，この医療システムの維持に重大な危機が訪
れようとしている．また，京都府でも，地域医
療を守ってゆくうえで，こうした社会的なスト
レスにともなって多くの課題に直面するものと
懸念される．このような課題を克服するために
は，多くの方々の叡智と力を結集して対処して
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ゆく必要がある．本稿では医療行政状況につい
てその現状と課題について簡潔に紹介した．紙
幅の制限もあって，本稿で触れていない重要な
課題がいくつもあることはご容赦をいただきた
い．いずれにせよ医療提供システムが人口減少
や老齢化に見合った形へと変貌してゆくことは
避けられないものと思われるが，その地域の事
情や診療科の特性，さらに医療人確保計画との
すり合わせが必要であり，未来に向かって保健
医療上の安心・安全な社会を維持してゆくため

には，きわめて丁寧な作業が必要となる．この
小文が，こうした課題に取り組もうとされてい
る多くの方々にとって，医療システムの現況や
課題を共有していただくうえで，少しでも役立
つことを期待したい．

　著者は京都府職員であり，京都府から給与所得を得
ている．その他に開示すべき潜在的利益相反状態はな
い．
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